ほぼ週刊コラム　Partnership論　その１６６
シリーズ：『米国Partnership税制勉強会』の振り返りと準備
第十五回勉強会（年表項目10：ビル・クリントン政権(1993-2001））の振り返り（９）：
Corporate Divestiture後日談その２：

「more likely than notとbelieveする理由を当局にあらかじめ説明してくれ」と
国家当局から言われてしまった。
20151126　rev.1　齋藤旬

　米国にはFASB（Financial Accounting Standard Board、財務会計基準審議会）という民間非営利団体がある。1934年証券取引所法が制定され、米連邦政府機関としてSEC（Securities and Exchange Commission、証券取引委員会）が設立され、1973年にSECはFASBにlisted corporate（上場株式会社）向けの企業会計と税務会計の基準作りを行う法的権限を与えた。FASBは、民間非営利団体ではあるがその決定は大きな権威を持つ。
　このFASBが2006年、FIN48「Accounting for Uncertainty in Income Taxes」
を発行して、「more likelyとbelieveする理由を当局にあらかじめ説明してくれ」
という流れが確定し、「どの位likelyなのか数値化し、その確率に応じた貸倒引当金だけを計上しろ。100%減損はまかりならん。」となっていった。corporate divestitureによって大きな減損を得て行うcorporate tax shelterが事実上不可能になった。即ちコラム１６４で示した、2003年にIntelが計上した760M$
ものtax benefit related to divestituresを持つcorporate tax shelterは、最早不可能となった。

　今週は、21世紀に入ってから起こった「当局によるregulate」関連事柄を時系列的に示し、corporate divestitureによるcorporate tax shelterの衰退を説明する。
1) 2003年、corporate divestitureによるcorporate tax shelterの世界的ピーク。
これは説明を要しないだろう。Intel, ASMLをはじめ世界中の大手ハイテクcorporateがこぞって”more likely than not” beliefを表明し大きなtax benefitを得てCVC作りを行った。
2) 2004年、OECD Corporate Governance Principles改訂。
この改訂過程で、large corporatesの多くに於いて不適切な税務処理が行われていることが指摘され、corporate governanceとしてfairなtax procedureが必要であると認識された。
なお、国境をまたぐcorporate間取引にだけ適用される移転価格税制への取り組みの姿勢を見ていれば分かるが、OECDはcorporate経済に対してsympatheticであり、United Nations（国連）はpartnership経済に対してsympatheticだ。だから、OECDはcorporate divestitureによるcorporate tax shelterに対しては眉をひそめ厳しい態度をとる。
3) 2005年、IRS、 Compliance Assurance Process（CAP、租税確証プロセス）を開始。

CAPとはa corporate（納税義務者）が、納税申告前に租税確証（Compliance Assurance）を得たいと希望するとき、該納税義務者と税務当局との事前協議で、「その様にmore likelyと判断したtax position --- 課税か非課税かの見解」がlegitimateかどうか確認するプロセス。
2005年から米大手17 corporatesにだけpilot projectとしてスタート。後述するが2011年からはどのcorporateでも希望すればCAPを受けることが出来るようになった。
ちなみに本読者にはもう念押しは必要ないかもしれないが、この様にearthlyあるいはthis world的なtaxについては、そのlegitimacyだけを国家権威はunderpin（根拠を与えること）できるのであって、（王権神授説の復活でもない限り）決してそのcorrectnessないしrighteousnessを国家権威がunderpinすることはできない。
4) 2006.07.15、FASB、FIN48「Accounting for Uncertainty in Income Taxes」公表。
つまり前年2005年のIRS CAP pilot project開始に間に合わなかったが、急遽、”more likely than not” beliefに関する認識・測定・開示のstandardをFASBは作成し公表した。
そもそもbeliefを測定するというのが無理。ただ、このFIN48が出る直前の2005.11.03には、FASB Staff Position (FSP) FAS 115-1, The Meaning of Other-Than-Temporary Impairment and Its Application to Certain Investments、即ち、『“一時的減損をせずに”の意味とその任意の投資案件への適用』、というのが出ている。つまり、「とにかくcorporate divestitureによりcorporate資産を100%減損（impairment）させるのは許さないぞ」というのが当局の至上命題であることが分かる。この無理を通すためには道理を引っ込めさせるしかない。
5) 2006.12.15、FASB、FIN48「Accounting for Uncertainty in Income Taxes」実施。
「corporate divestitureによるcorporate資産の100%減損は行わない」という会計基準が、corporateの企業会計上、特に税務会計上、推奨されることになった。
6) 2011年、IRSは、CAP制度を希望するcorporate全てに適用拡大した。
「corporate divestitureによるcorporate資産の100%減損は行わない」という会計基準に従ったcorporateはスムーズに税務調査が行われるようになった。

現実には「強制」。即ち、資産10M$以上のcorporateはForm 14234 Pre-CAP and CAP Application Formを当局に提出してCAPを受けない限り、税務調査が済まなくなった。

IRSは資産10M$以上のcorporateを三つに分類している。Pre-CAP：初めてCAPを受けたcorporate、CAP：数回CAPを受けたcorporate、Compliance Maintenance：安定的にFIN48を遵守していることが確認できたcorporate、の三分類。Compliance Maintenance認定を受けたcorporateは、納税申告前の事前協議を受けなくて済むようになる。
指南書もたくさん出ている。例えば、Corporate経済推進派である共和党寄りの法曹協会であるABAのサイトにはCompliance Assurance Process (CAP) Internal Revenue Manual (IRM) Sectionsという書類が置いてある。
　米国はcorporate経済とpartnership経済の二つともが既に十分に発達しているので、この様にcorporate divestitureによるcorporate tax shelterを事実上禁止することは、害が無いしlegitimateなことだ。
「害が無い」というのは、このFIN48＋CAP制度がスタートする前のthe late 1990sから2003年にかけて米国では、数十億ドルの国家歳入（となるべきお金）が、tax benefits led by taxpayersによってCVC等のpartnership作りに「既に」投入されたからだ。これは米国産業力にとってマイナスというよりプラスに作用した。米国large corporatesの多くは既に盤石のCVC等の傘下partnershipを組成し終わっている。

例えば、Intel Corporateは一昨年にCEOがオッテリーニからクルザニッチに交代したが、このクルザニッチはIntelのCVCであるIntel CapitalのGeneral Partnerを長年にわたって勤めた人だ。この話からは、Intelの主体がIntel CorporateからIntel Capitalに移ったことが窺える。Intel Corporateの陰りとともにIntel Capitalの盤石ぶりも窺える。
さて、日本はどうすれば良いのか？　例えば日本経団連は2011年から「税務に関するcorporate governanceの強化」を始めている。これは、21世紀の産業競争力の観点からは却って逆効果ではないだろうか。
日本のlarge corporatesには「特官
（特別国税調査官）所轄法人」というのがあって、毎年の税務調査が、調査官5，6人が半年ほど掛かりっきりになって行われる。
それが、企業側が税務判断に使った社内内部資料を税務当局に「自主開示」することによって、二年おきの税務調査を一人の調査官によって一ヶ月弱で済ませてくれるようになった。これが「税務に関するcorporate governanceの強化」の背景だ。
勿論、corporateとは、国家がstatutorilyに定めるcorporate income taxを、国家とcorporateの二人三脚の足を結ぶ帯にして、歩幅とタイミングと進行方向を国家とcorporateがしっかり合わせて経済活性化を図る、即ち、corporatismを推進する事業主体だ。この観点からは、「税務に関するcorporate governanceの強化」は重要なことだ。
しかし、、、読者には齋藤が言いたいこと、もうお分かりだろう。そう、これだけでは日本にいつまでたってもpartnership経済が始まらない。
日本はいったいどうすれば良いのか？　私にも妙案は浮かばない。ただ、冷戦終結後の世界の経済社会の仕組みが根本的に変わったことを理論立ててまとめておくことが齋藤のmissionだと思っている。まとめておけば、心ある誰かの目にとまる日も来るだろう。そう信じている。このことはmore likely than notだと信じている。数値化は出来ないが…。
今週は以上。来週も請うご期待。
� 正式名称はFASB Interpretation No. 48（FASB解釈指針第48号）。和訳すると「corporate所得税に含まれる不確実性に関する会計」がそのテーマ。


� 「揚げ足を取られる」とは正にこのことだ。


� 2003年のIntelは、Total provision for taxes = 1,801M$、Effective tax rate = 24.2%、Tax benefit related to divestitures = 10.1%であるから、divestitures関連減税金額は、1,801M$ × (10.1% ÷ 24.2%) = 760M$、と計算される。


� 最早米国に於いてすら、”led by taxpayers”型のtax benefitによってアシストされたcorporate venture capital（CVC）組成は、難しいものになったということになる。


�「トッカン」。去年７月から日本テレビ系列で水曜日にオンエアーされたドラマ番組。井上真央さん主役で、好調な視聴率だったらしい。残念ながら私は見ていない。
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